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「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律」（以下、「法」という。）は公害防止統括者等の制度を設けることにより、

特定工場における公害防止組織の整備を図り、もって公害の防止に資することを目的としています。 

法に定める業種に属し、法に定める施設を持つ工場（特定工場）を設置する事業者は、その施設の種類、規模及び従業員数に

応じて、公害防止管理者、公害防止主任管理者及び公害防止統括者並びにこれらの代理者を選任することが義務付けられてい

ます。 

届出等の事項については、政省令や告示で定められています。 

特定工場について 

法における、公害防止管理者等を置かなければならない「特定工場」とは日本標準産業分類による①製造業（物品の加工業を

含む。） ②電気供給業 ③ガス供給業 ④熱供給業のいずれかに属し、対象施設の①ばい煙発生施設（大気汚染防止法施行令

別表第１に定める特定施設 同表の１３の項の廃棄物焼却炉を除く。） ②汚水排出施設（水質汚濁防止法施行令で定める特定施

設のうち指定するもの。） ③騒音発生施設（機械プレス、鍛造機） ④特定粉じん発生施設（大気汚染防止法施行令別表２－２） 

⑤一般粉じん発生施設（大気汚染防止法施行令別表２） ⑥振動発生施設（液圧プレス、機械プレス、鍛造機） ⑦ダイオキシン類

発生施設（ダイオキシン類対策特別措置法施行令別表１及び別表２の施設のうち指定するもの。）を設置している工場のことをい

います。 

 

公害発生施設の区分 
選任する公害防

止管理者の種類 
有資格者の種類 

ばい煙発生施設 

大気汚染防止法施行令別表第１の

９の項（硫化カドミウム、炭酸カドミウ

ム、蛍石、珪弗化ナトリウム又は酸

化鉛を原料として使用するガラス又

はガラス製品の製造の用に供するも

のに限る。）又は１４から２６の項に

掲げるばい煙発生施設 

排出ガス量が４０，０００Ｎ

ｍ３／ｈ以上の工場に設置

されるもの 

大気関係第１種 大気関係第１種 

排出ガス量が４０，０００Ｎ

ｍ３／ｈ未満の工場に設置

されるもの 

大気関係第２種 大気関係第１・２

種 

上記に掲げる施設以外のばい煙発

生施設 

排出ガス量が４０，０００Ｎ

ｍ３／ｈ以上の工場に設置

されるもの 

大気関係第３種 大気関係第１・３

種 

排出ガス量が１０，０００Ｎ

ｍ３／ｈ以上４０，０００Ｎｍ

３／ｈ未満の工場に設置さ

れるもの 

大気関係第４種 大気関係第１～４

種 

  



 

汚水等排出施設 

特定工場における公害防止組織の

整備に関する法律施行令別表第１

に掲げる汚水等排出施設 

排出水量が１０，０００ｍ３

／日以上の工場に設置さ

れるもの 

水質関係第１種 水質関係第１種 

排出水量が１０，０００ｍ３

／日未満の工場又は特定

地下浸透水を浸透させて

いる工場に設置されるもの 

水質関係第２種 水質関係第１・２

種 

同法施行令第３条に掲げる汚水等

排出施設のうち、上記に掲げる施設

以外の汚水等排水施設 

排出水量が１０，０００ｍ３

／日以上の工場に設置さ

れるもの 

水質関係第３種 水質関係第１・３

種 

排出水量が１，０００ｍ３／

日以上、１０，０００ｍ３／日

未満の工場又は特定地下

浸透水を浸透させている工

場に設置されるもの 

水質関係第４種 水質関係第１～４

種 

騒音発生施設

（ただし、工場が

騒音規制法第３

条第１項により指

定された地域内

にあるもの） 

機械プレス 呼び加圧能力９８０キロニ

ュートン以上 

騒音・振動関係 騒音・振動関係、

騒音関係 

鍛造機 落下部分の重量が１トン以

上のハンマー 

特定粉じん発生

施設 

大気汚染防止法施行令別表第２の２に掲げるすべての施設 特定粉じん関係 大気関係第１～４

種、特定粉じん関

係 

一般粉じん発生

施 

大気汚染防止法施行令別表第２に掲げるすべての施設 一般粉じん関係 大気関係第１～４

種、特定粉じん関

係、一般粉じん関

係 

振動発生施設 

（ただし、工場が

振動規制法第３

条第１項により指

定された地域内

にあるもの） 

液圧プレス（矯正プレスを除く。） 呼び加圧能力２，９４１キロ

ニュートン以上 

騒音・振動関係 騒音・振動関係、

振動関係 

機械プレス 呼び加圧能力９８０キロニ

ュートン以上 

鍛造機 落下部分の重量が１トン以

上のハンマー 

ダイオキシン類

発生施設 

ダイオキシン類対策特別措置法施行令別表第１の第１号から第４

号、同別表第２の第１号から第１４号に掲げる施設 

ダイオキシン類関

係 

ダイオキシン類関

係 

  



 

公害防止組織を構成する者について 

公害防止の組織とは、公害防止統括者、公害防止主任管理者、公害防止管理者及びそれぞれの代理者（本人が何らかの理由

で業務が遂行できない場合のため）で構成されています。それぞれの職務及び選任の必要な要件等は次の表になります。 

 

 職務 選任に必要な要件 資格 

公害防止統括者及び

代理者 

公害防止業務の統括管理。 

工場長等、工場全体の最高責任

者が選任されることが必要です。 

常時従業員が 21 名以上の工場

において選任 

不要 

公害防止主任管理者

及び代理者 

公害防止統括者を補佐し、公害防

止管理者の指揮。 

排出ガス量が 40,000m3/h 以

上、かつ排水量が 10,000m3/日

以上の工場にばい煙発生施設

及び汚水等排出施設が設置さ

れる工場において選任 

・公害防止主任管理者有資格

者 

・大気関係第 1種もしくは第 3

種の有資格者であり、かつ、

水質関係第 1種もしくは第 3

種の有資格者であること 

公害防止管理者及び

代理者 

公害防止に関する技術的事項の

管理。 

施設の区分ごとに選任しなければなりません。 

（前ページの表を参照） 

 

公害防止管理者等の選任及び届出の方法について 

・公害防止統括者と代理者は、その必要が生じた日から３０日以内に選任し、選任した日から３０日以内に届け出る必要がありま

す。 

・公害防止管理者と代理者（公害防止主任管理者と代理者）は、その必要が生じた日から６０日以内に選任し、選任した日から３０

日以内に届け出る必要があります。 

・届出は、所定の用紙に記入し、必要な書類（資格を有する者である旨を証する書類）を添付して２部（１部は写しでも可）提出してく

ださい。 

 

提出先 

〒５９０－００７８ 

堺市堺区南瓦町３番１号 

堺市 環境局 環境保全部 環境対策課 

ＴＥＬ ０７２（２２８）７４７４ 

ＦＡＸ ０７２（２２８）７３１７ 

  



 

記入例 

 

様式第一（第四条関係） 

公害防止統括者（公害防止統括者の代理者）選任，死亡･解任届出書 

 

  年  月  日 

堺市長 様 

届出者 ○○市○○町１－２ ○○製造株式会社 

代表取締役 ○○ ○○  印 

（法人にあっては名称及びその代表者の氏名） 

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律第３条第３項の規定に基づき，次のとおり届け出ます。 

特 定 工 場 の 名 称 ○△製造株式会社 堺工場 ※整理番号  

特定工場の所在地 堺市堺区○○町１－５ ※受理年月日 年  月  日 

特定事業者の常時使

用する従業員数 
○○人 

※特定工場の

番号 
 

選  任  年  月  日 ○○年○○月○○日 
※備考 

公害防止統

括者 

（公害防止

統括者の代理

者） 

職

名 
堺工場長 

○○ ○○ 氏

名 

選  任  の  事  由 人事異動のため 

( 死亡・解任) 年月日 ○○年○○月○○日 
※備考 

公害防止統

括者 

（公害防止

統括者の代理

者） 

職

名 
堺工場長 

□□ □□ 氏

名 

解  任  の  事  由 人事異動のため 

備考  1 ※印の欄には、記載しないこと。 

2 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。  

  



 

様式第二（第七条関係） 

公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）選任、死亡・解任 届出書 

年  月  日 

堺 市 長 様 

届出者 ○○市○○町１－２ ○○製造株式会社 

代表取締役 ○○ ○○  印 

（法人の場合は、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 
特定工場における公害防止組織の整備に関する法律第４条第３項において準用する第３条第３項（第６条第２項におい

て準用する第３条第３項）の規定に基づき、次のとおり届け出ます。 

特定工場の名称 ○○製造株式会社 堺工場 ※整理番号  

特定工場の所在地 堺市堺区○○町１－５ ※受理年月日 年  月  日 

大気関係 
排出ガス量 ○○，○○○ Ｎｍ３／時 ※特定工場

の番号 
 

ばい煙発生施設の種類 別紙のとおり。 

水質関係 

排出水量 ｍ３／日 ※備考  

特定地下浸透水の浸透の有無  

汚水等排出施設の種類 別紙のとおり。 

騒音関係 騒音発生施設の種類  

特定粉じん関係 特定粉じん発生施設の種類  

一般粉じん関係 一般粉じん発生施設の種類  

振動関係 振動発生施設の種類  

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類関係 ﾀ゙ｲｵｷｼﾝ類発生施設の種類  

大気関係第  １種 

公害防止管理者 

（公害防止管理者の代理

者） 

選任年月日 ○○年○○月○○日 

職名 生産管理課 ○○グループリーダー 

氏名 ○○ ○○ 

担任業務の範囲 公害防止に係る業務全般 

公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）が他の工場の

公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）を兼ねている

場合は、その兼ねている工場の名称及び所在地 

 

選任の事由 人事異動のため 

大気関係第  １種 

公害防止管理者 

（公害防止管理者の代理

者） 

（死亡・解任）年月日 ○○年○○月○○日 

職名 生産管理課 ○○グループリーダー 

氏名 □□ □□ 

担任業務の範囲 公害防止に係る業務全般 

公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）が他の工場の

公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）を兼ねている

場合は、その兼ねている工場の名称及び所在地 

 

解任の事由 人事異動のため 

備考 １ 大気関係、水質関係、騒音関係、特定粉じん関係、一般粉じん関係、振動関係又はダイオキシン類関係のうち該当する項に所要事項を記載すること。大気関係、水質関係

については、公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）の項には、「○○関係第○種」公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）と記載すること。 

２ 公害防止管理者を２名以上選任する場合は、関係公害防止管理者及び同管理者の項を追加して記載すること。 

３ ※印の欄は、記載しないこと。 

４ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

   ５ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、署名することができる。その場合において、署名は本人が自署するものとする。 

   ６ 公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）を２以上の工場に選任する場合は、特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行規則第５条第２号の主務大臣が定

める基準を満たしていることを証明する書面を添付すること。 



 

別紙 

 ばい煙発生施設の種類 

 番

号 
施設の名称 項番号 施設の規模 施設の用途 

有害物質を

発生する施

設 

 

１ 窯業製品の製造の用に供

する焼成炉及び溶解炉 
９ 

火格子面積 

１ｍ２以上 
ガラス製品製造 

２     

３     

４     

５     

６     

７     

有害物質を

発生する施

設以外の施

設 

１ 
ボイラー １ 

電熱面積 

１０ｍ２以上 
暖房用 

２     

３     

４     

５     

６     

７     

  注 1 「施設の名称」の欄には、大気汚染防止法施行令別表第 1の中欄に掲げる名称を記載すること。 
  注 2 「項番号」の欄には、大気汚染防止法施行令別表第 1の上欄に掲げる項番号を記載すること。 
  注 3 「施設の規模」の欄には、大気汚染防止法施行令別表第 1の下欄に掲げる規模を記載すること。 
注 4 「施設の用途」の欄には、施設の用途の他に当該施設により製造、選別等される製品、半製品、

中間製品等の名称を記載すること。 
  注 5 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。



 

別紙 

 汚水等排出施設の種類 

 番

号 
施設の名称 号番号 施設の用途 

有害物質を発

生する施設 

 

１    

２    

３    

４    

５    

６    

７    

有害物質を発

生する施設以

外の施設 

１    

２    

３    

４    

５    

６    

７    

  注 1 「施設の名称」の欄には、水質汚濁防止法施行令別表第 1に掲げる名称を記載す 
   ること。 
  注 2 「号番号」の欄には、水質汚濁防止法施行令別表第 1に掲げる号番号を記載する 
   こと。 
  注３ 「施設の用途」の欄には、施設の用途の他に当該施設により製造、選別等される 
   製品、半製品、中間製品等の名称を記載すること。 
  注４ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

  



 

様式第三（第九条関係） 

公害防止主任管理者(公害防止主任管理者の代理者)選任，死亡･解任届出書 

 

  年  月  日 

堺市長 様 

届出者 ○○市○○町１－２ ○○製造株式会社 

代表取締役 ○○ ○○  印 

（法人にあっては名称及びその代表者の氏名） 

 

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律第５条第３項において準用する第３条第３項(第６条第２項に 

おいて準用する第３条第３項）の規定に基づき，次のとおり届け出ます。 

特定工場の名称 ○○製造株式会社 △△工場 ※整理番号  

特定工場の所在地 
〒○○○-○○○○ 

堺市○区○○町○-○ 
※受理年月日 年  月  日 

排出ガス量 ○○，○○○Ｎｍ３／時 ※特定工場の番号  

排出水量 ○○，○○○ｍ３／日 ※備考 

選任年月日 ○○年○○月○○日 

公害防止主任管

理者（公害防止主

任管理者の代理

者） 

職名 生産管理課長 

氏名 ○○ ○○ 

選任の事由 人事異動のため 

(死亡・解任)年月日 ○○年○○月○○日 ※備考 

公害防止主任管

理者（公害防止主

任管理者の代理

者） 

職名 生産管理課長 

氏名 △△ △△ 

解任の事由 人事異動のため 

備考   １ ※印の欄は記入しないこと。 

       ２ 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 

  



 

様式第三の二(第十条の二関係) 

承 継 届 出 書 

年  月  日 

堺市長 様 

届出者 ○○市○○町１－２ ○○製造株式会社 

代表取締役 ○○ ○○  印 

（法人にあっては名称及びその代表者の氏名） 

  特定工場における公害防止組織の整備に関する法律第3条第3項(第4条第3項、第5条第3項、第6

条第2項において準用する第3条第3項)の規定による届出をした特定事業者の地位を承継したの

で、同法第6条の2第2項の規定により、次のとおり届け出ます。 

特定工場の名称 
○○製造株式会社 

△△工場 
※整 理 番 号   

特定工場の所在地 堺市○区△△町○－○ ※受 理 年 月 日 年 月 日 

承継の年月日 ○○年○○月○○日 ※特定工場の番号   

被承継
者 

氏名又は職
名 

○○鉄工株式会社 
代表取締役 △△ △

△ 
堺市○区○○町□－□ 

※備 考 

  住所 

承継の原因 合併のため 

  備考 1 ※印の欄は記載しないこと。 

     2 用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。 

     3 氏名(法人にあつてはその代表者の氏名)を記載し、押印することに代えて、署名する

ことができる。この場合において、署名は必ず本人が自署するものとする。 

 


